
１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 316,884,661                                                              

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。） 39                                                                   ％ 37                    ％

支出等額 317,362,468                                                              

支出等割合 39                                                                   ％ 37                    

消費者行政決算総額（見込み） 812,051,802                                                              

都道府県決算（見込み） 408,297,772                                                              

管内市町村決算（見込み） 403,754,030                                                              

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務 -                       -                       -                     

合計 150,672,526     166,689,942     317,362,468     

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業 117,613,027        92,237,244          209,850,271     

うち、先駆的事業 -                       477,807              477,807           

４.消費生活相談体制整備事業 -                       65,211,311          65,211,311       

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業 29,649,716          29,649,716       

２.消費生活相談員養成事業 -                       -                       -                     

３.消費生活相談員等レベルアップ事業 3,409,783           3,037,572           6,447,355         

別　紙

事業名（事業メニュー） 都道府県 市町村 合計

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                       6,203,815           6,203,815         



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

対象人員数計 追加的総費用

県 0

管内市町村 137 52,433,507

県

管内市町村 38

管内市町村 99 27,631

対象人員数
（報酬引上げ）

事業実施自治体

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間） 事業実施自治体

県

人日 人日

人日 人日

法人募集型

人 人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画） 管内全体の研修参加・受入（実績）

自治体参加型

人 人



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

5,432,145 24,217,571

・県の主任相談員による巡回指導を実施した。また、消費生活講座で
使用するテキスト等を用い、市町村相談員が講師を務める際の指導や
研修参加への呼びかけ等も併せて行った。
・主任相談員、行政職員、弁護士からなる、問題解決プロジェクトチー
ムを組織し、市町村等の困難解決事例に、適格なアドバイスを行う体制
を整備した。
・パソコンでは確認できない専用のWEB画面や広告等をスマートフォ
ン・タブレットで確認しながら相談を受ける体制を整備した。また、市町
村の相談員に対しＯＪＴ前後の研修はタブレットで顔を見ながら遠隔研
修を実施することで研修全体の期間を短縮し、ＯＪＴ研修に参加しやす
くした。
・土曜相談を実施した。
・市町村消費生活センター及び県内各警察署を巡回し、悪質事業者に
関する最新の動向と傾向の情報収集、調査及び情報交換を行い、悪
質事業者の早期指導・処分を図るとともに、センター相談業務の円滑
化を図った。【交付金】【基金】

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 117,260,000 1,148,000 27,005,000 2,077,000 31,028,768

573,131
・国民生活センターが実施する相談員の専門性の向上を目的とした宿
泊研修に参加した。
・法執行に係る研修に参加した。【基金】

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

2,836,652

・相談員を対象に、高齢者被害の多い事例、複雑化する事例への対応
方法等についての研修を実施した。
・市町村消費生活相談員や市町村行政担当者を対象として、商品や
製品に起因する生命・身体事故に係る消費者被害の防止のため、研
修資料を作成し、専門研修を実施した。【基金】

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 634,000 634,000 573,131

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 3,131,000 3,131,000 2,836,652

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー）

事業計画 事業の実績

事業（実績）の概要
事業経費

交付金等対象経費
事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算



80,931,844 - 69,740,682 

0

合計 149,573,000 56,505,000 31,160,000 61,293,000 151,870,100 

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務 43,000 43,000 0

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

10,394,607
・特定商取引法、景品表示法、割賦販売法に基づく執行、啓発を行っ
た。【交付金】

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

16,870,000 13,000,000 10,351,085

61,695,309 45,523,111

・消費者団体構成員を対象に研修を行った。
・ラジオスポットCM等で多重債務問題を広くPRした。
・消費者教育コーディネータの設置検討を行った。
・成人年齢引下げを見据え、生徒や教職員、学校関係者等を対象とし
た消費者教育や啓発を行った。
・リーフレットやテレビCM、ラジオを活用し広く消費者に対し悪質商法
被害防止を図る啓発を行った。
・市町村の民生・児童委員等などの福祉部門と消費生活部門の連携強
化に向けた情報交換・意見交換を行った。
・「埼玉県消費者被害防止サポーター」の養成等を行った。
・「高齢者等見守り推進員」を設置し、サポーターと市町村や自治会、
地域包括支援センターなどの連携を促進すると共に、消費者安全確保
地域協議会の設置を促進した。【交付金】【基金】

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

11,635,000 42,314,000 4,155,000 55,451,000 107,080,464



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

法執行に係る旅費、備品購入費、消耗品費【交付金】 ・消費者の安心安全を強化することができた。

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

委託料、役務費、需用費、旅費、使賃料【交付金】【基金】

・消費者団体に対し、消費者問題への関心を高めてもらうことができた。
・多重債務問題について、被害者や多重債務者を相談窓口につなげるこ
とにより、問題の早期解決を図ることができた。
・消費者教育コーディネータの役割等を整理することにより消費者教育の
充実・強化を図ることができた。
・大学生などに、悪質商法被害防止をはじめとする消費生活に関する情
報への意識づけを行うことができた。
・様々な媒体を活用し、広く消費者に悪質商法被害防止のための啓発を
行うとともに、消費者ホットラインの周知をするこができた。
・市町村の福祉部門と消費生活部門との連携を強化することができた。
・サポーターをとおして、地域の消費者力が向上した。
・消費者安全確保地域協議会が増加した。

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 報酬等【交付金】【基金】

・県の主任相談員による巡回指導により、研修参加への呼びかけを実施
することができた。また、市町村の相談員の相談を県の主任相談員が受
けることで、市町村の相談の充実、強化を図ることができた。
・市町村等の問題・課題のある相談情報に対し、適格なアドバイスを行う
体制を整備・強化することができた。
・市町村の相談窓口が研修に参加しやすい環境を整備することができ
た。
・悪質事業者の早期指導・処分を図るとともに、市町村の相談業務の円滑
化を強化することができた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 旅費、需用費、役務費、使賃料、報償費【基金】 ・相談員のレベルアップを図ることができた。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 旅費、負担金【基金】 ・相談員の専門性の向上を図ることができた。

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー） 対象経費（実績） 事業強化・機能強化の成果



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日

法人募集型

実地研修受入希望人数 人 実地研修受入人数

人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日

実施形態
研修参加・受入要望 研修参加・受入

事業計画 実績

自治体参加型

参加希望者数 人 参加者数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

225,548,547 56,543,396 102,430,000 7,716,546 合計 270,569,000 72,310,000 71,270,000 36,420,000 

15,037,973 14,727,178 310,795

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

656,786 477,807

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

さいたま市、鴻巣市、桶川市 16,063,000 5,463,000

16,200 16,200

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

桶川市、吉川市 778,000 778,000

7,057,828 5,798,074 804,119

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

戸田市 42,000 41,000

72,783,521 29,320,322 37,218,689 3,564,060

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

行田市、加須市、上尾市、蕨市、戸田市、新座市、桶川市、吉川市、杉戸町 8,115,000 1,679,000 6,426,000

120,084,468 65,211,311

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

川越市、熊谷市、行田市、秩父市、所沢市、飯能市、加須市、本庄市、東松山市、春日部市、
狭山市、羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、入間市、朝霞
市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田
市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、三芳町、鳩
山町、ときがわ町、東秩父村、美里町、神川町、上里町、寄居町、宮代町、杉戸町、松伏町

94,447,000 57,420,000 24,250,000

3,389,800 3,037,572

⑧消費生活相談体制整備事業

熊谷市、行田市、秩父市、所沢市、飯能市、加須市、本庄市、東松山市、春日部市、狭山市、
羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、戸田市、朝霞市、志木市、新座市、桶川市、久喜
市、北本市、八潮市、富士見市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、ふじみ野市、
白岡市、伊奈町、三芳町、越生町、小川町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村、上里町、寄居
町、宮代町、杉戸町、松伏町

137,548,000 71,270,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、行田市、秩父市、所沢市、加須市、本庄市、東松山
市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、
朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮
田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、越生町、
鳩山町、ときがわ町、東秩父村、寄居町、宮代町、杉戸町

6,424,000 5,744,000

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

233,028 215,136

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

4,927,918 4,727,919

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト） 鶴ヶ島市、日高市、宮代町 256,000 226,000

1,361,025 1,260,760

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
川越市、熊谷市、行田市、秩父市、加須市、鴻巣市、上尾市、草加市、蕨市、朝霞市、新座
市、桶川市、八潮市、蓮田市、幸手市、鶴ヶ島市、ふじみ野市 5,210,000 5,108,000

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）
熊谷市、行田市、東松山市、上尾市、志木市、幸手市、三芳町、鳩山町、東秩父村、杉戸町、
松伏町 1,686,000 1,595,000

事業名（事業メニュー） 実施市町村

事業計画 事業の実績

事業経費

交付金等対象経費

事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

・消費者安全確保地域協議会発足に向けて研修会を開催し、地域協議会の必要性とそのメリットなどを関係課に周知した。また、啓発品を作成し、民生委員に配布したり、高
齢者の見回りネットワークで配布してもらい、消費者被害防止のための見守りについての理解を求めた。二度の研修会と消費生活講演会により、受講者の理解度が深まった。
・福祉部門の見守りネットワークに消費者安全確保地域協議会機能を持たせ、既存のネットワークと連携を図り、高齢者等の消費者被害未然防止をする見守り活動を実施する
ことができた。
・相談窓口の広域連携を行っている自治体と連携して消費者啓発グッズを配布することで消費者へ注意喚起を行い、被害の未然防止を図った。
・消費者被害防止サポーターによる活動を支援するため啓発品を作成し、消費者被害の未然防止に繋がった。
・商店会事業を支援し、石巻市産のさんまを無料で消費者に配布した。被災地の食の安全について、広く周知した。また、ごみの減量化及び再資源化を推進するため、食べ
きり運動を実施し、協力店にポスターや卓上ポップを設置することで、食品ロス削減の周知に繋がった。
・啓発品を作成し、関係団体に消費者ホットライン「１８８」の啓発を促す事ができた。
・住民が主体となって活動する消費者団体の活動基盤の整備をすることにより、同団体独自に啓発物を作成するなど、一般住民への啓発力の強化が図れた。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

食品表示に関する立ち入り調査等の際の配布用パンフレットを作成。問い合わせの際やイベント等でも配布し、制度の周知を図った。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
・宿泊研修会に参加することにより、整った環境でテーマに取り組むことができた。
・消費生活相談員の研修参加により、相談員のレベルアップを図られ、複雑化する事案に対応することができた、消費生活相談の対応能力や質が向上した。
・研修で得たことを地域の見守り者にも還元することで、見守りの強化にもつながった。

⑧消費生活相談体制整備事業

・相談窓口が拡大することにより、いつでも相談できる体制を整備でき、利便性が向上したため、消費者トラブルの未然防止が図られた。また、PIO－NETの入力時間を短縮す
ることができ、国への情報通知を迅速に行う事が出来た。
・相談員の処遇の改善、勤務環境を整備し、より多くの相談を受けられる体制を整備した。
・消費者にとって相談しやすい環境を整備することで、消費者の泣き寝入りを防止し、被害回復に向けて早期に対応できるようにした。
・土曜日（年間4回）も開設することにより、相談体制を強化した。
・相談事例をもとに、地域の見守り強化にもつながった。
・相談員が増員されたことにより、センターの相談体制が充実し、会議・研修への参加や出前講座の開催が容易になった。また、相談の際も複数人体制で臨めることで、より迅
速な対応ができるようになった。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

・児童・保護者・成人高齢者など対象者を分け、その年代にあった内容の啓発用リーフレットなどの啓発物を作成、配布することができたため、より効果的に消費者被害の未然
防止を図ることができた。
・老人会等のイベントにて、地域で見守り活動を行う「埼玉県消費者被害防止サポーター」による寸劇と啓発用品の配布を行うことで、きめ細やかな見守りを行うことができた。
・消費者の泣き寝入りを防止するため、センターを紹介する啓発品を作成し、高齢者等へ配布することで、消費生活センターの更なる周知に繋がった。
・通話録音装置を貸与により、高齢消費者被害の減少した。
・消費生活展の実施により、消費生活問題に関する周知啓発を行うとともに、消費生活センターの周知を行い、センターの知名度が向上した。
・出前講座の内容を参加者により選定し、学校でのインターネット被害関連講座、児童向けのお金の教室の他、高齢者向けのかるたで消費者被害を学ぶ講座を実施し、被害
の未然防止を図った。
・高齢者向けの消費生活講演会では、消費者に消費者被害防止を学んでいただいたほか、消費者安全確保地域協議会発足への足掛かりとなるよう、近隣市及び関連部署に
も参加を依頼し、知識の向上を促した。
・食品の放射物質検査を実施し、消費者へ食の安全について周知した。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

・電話機、書庫を購入することで、相談スペースを確保し、業務の効率化を図った。
・参考書を用いて情報を的確に把握し、多様化している相談にも柔軟な対応が可能となった。
・掲示物がはっきり見えるようになり、利用者が閲覧する姿が多くなった。
・ネット環境の整備により、相談業務に係る検索効率が上がり、業務を円滑に行うことができた。
・施錠可能なキャビネット及び出入口にパーテーションを設置することで相談者のプライバシー保護を図ることができた。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
・相談件数も大きく増加し、法的知識を必要とする案件も増加している中、弁護士等に助言をいただくことで、相談者に的確で迅速な回答ができるとともに、事業者に対する斡
旋につながり、相談機能の強化が図られた。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト） ・放射性物質検査を行うことができた。

事業名（事業メニュー） 事業強化・機能強化の成果の概要



10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

うち管内の市町村合計 158,973,396           円 うち管内の市町村合計 7,716,546                       円

うち都道府県 80,931,844            円 うち都道府県 69,740,682                      円

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

・悪質電話防止装置設置モニターの募集を開始し、高齢者見守りの担い手に広く周知し見守りの一助とするとともに、効果を検証し被害防止に役立てた。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

交付金分 239,905,240           円 交付金相当分 77,457,228                      円

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

・費者安全確保地域協議会設立に伴い、協議会構成員を対象として、高齢者等の消費者被害防止のための見守りの担い手に対して講師を招聘した研修を実施し、地域社会
における見守り体制の整備の一助となった。
・モニター事業として、迷惑電話着信拒否装置を設置し、消費者被害の未然防止を図るとともに、地域見守り活動の強化を図った。



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

うち管内市町村 41.3 ％

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合 36.9 ％

うち都道府県 33.1 ％

うち都道府県 305,125,246        円

うち管内市町村 237,064,088        円

うち管内市町村 円

④③を含めた交付金等対象外経費 542,189,334        円

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 47,500,000          円

うち都道府県 47500000 円

うち都道府県 16 人

うち管内市町村 人

うち管内市町村 人

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 16                     人

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 11                     人

うち都道府県 11 人

円 11,262,334        円 -34,287,037      円

477,807            円

うち交付金等対象外経費 483,427,000        円 528,976,371     円 494,689,334          

-                     円

うち先駆的事業 -                    円 477,807               円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 -                    円 -                         円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 82,989,047       円 70,053,154           円 -12,935,893      円

うち交付金等対象経費 239,010,620     円 317,362,468          円 78,351,848        円

812,051,802          円 328,624,802       円 44,064,811        円

-6,674,912        円 -5,862,538        円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 483,427,000        円 767,986,991     円

477,807            円

うち交付金相当分取崩対象外経費 243,739,000 円 242,926,626 円 237,064,088 円

うち先駆的事業 円 477,807 円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 円 -                     円

26,507,009        円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 55,248,003 円 65,211,311 円 9,963,308          

円 20,644,471        円

うち交付金等対象経費 140,182,933 円 166,689,942          円

-28,424,499      円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額 243,739,000        円 383,109,559     円 403,754,030          円 160,015,030       

円

うち交付金等対象外経費 239,688,000 円 286,049,745 円 257,625,246 円 17,937,246        円

-                     円

うち先駆的事業 円 円 -                     

-22,899,201      円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 円

円 51,844,839        円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 27,741,044 円 4,841,843 円

円 168,609,772       円 23,420,340        円

うち交付金等対象経費 98,827,687 円 150,672,526          

①都道府県の消費者行政決算見込み額 239,688,000        円 384,877,432     円 408,297,772          

平成２０年度 前年度 今年度 対平成２０年度差 対前年度差



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 H30.1.1～主任・一般とも月500円増額（さらにH30.4.1～主任・一般とも月500円を増額予定）

②研修参加支援 国民生活センター宿泊研修への全員参加を可能とする経費の予算化及び勤務体制の整備

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 29 人 今年度末実績 相談員総数 29

相談員総数 29 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

170,255,368                          円

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 29 人 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分） 1,019,260                             円

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 246,693,336                          円

今年度の基金取崩し額（交付金相当分） 77,457,228                            円

設置当初の基金残高（交付金相当分） 1,000,000,000                       円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

③就労環境の向上 ○

（実施市町村）
加須市、東松山市、春日部市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、戸田市、朝霞市、志木市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、富士見市、吉川市、伊奈町、ときがわ町、東秩父村
(具体的内容）
執務参考資料の整備、年次休暇の付与、保健の加入、代替相談員の配置

④その他 ○

（市町村）
行田市、加須市、鴻巣市、新座市、桶川市、ふじみ野市、三芳町、松伏町
（具体的内容）
身分の明確化等

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上 ○

（実施市町村）
熊谷市、加須市、春日部市、上尾市、草加市、戸田市、新座市、桶川市、八潮市、富士見市、吉川市、ふじみ野市、鳩山町、東秩父村
（具体的内容）
報酬引上げ、超過勤務手当の支給

②研修参加支援 ○

（実施市町村）
さいたま市、熊谷市、川口市、行田市、所沢市、加須市、春日部市、狭山市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久
喜市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、三芳町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村、寄居町、杉戸町、松伏町
（具体的内容）
受講料や旅費等について支援し、研修参加を支援した。

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 9 人 今年度末実績 相談員総数 8 人

47 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 119 人 今年度末実績 相談員総数 111

相談員総数 166 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 38 人 今年度末実績 相談員総数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 166 人 今年度末実績


